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埼玉大学は、埼玉県下唯一の国立大学として昭和 24 年に設置され、平成 16 年度に国立大学

法人となった。これに伴い、法人としての経営の視点から、業務運営の効率化、財務内容の改

善などに意を注ぎ、運営組織・体制の見直し、事務組織の合理化、教育の体系化、研究の重点

化、資源の戦略的配分、外部資金の獲得、人件費の削減等の施策を実施しながら、５学部３研

究科からなる首都圏の総合大学として精力的に教育・研究を行っている。 

学長のリーダーシップのもと、教育、研究、国際化、社会連携、広報、男女共同参画等を推

進している。第３期中期目標期間では、個性化につながる、さらなる機能強化を進めるため、

ビジョンとして「埼玉大学 All in One Campus at 首都圏埼玉～多様性と融合の具現化」を掲

げた。文系・理系・教員養成系の全学部が首都圏埼玉の１キャンパスに集まり、多様な学生が

集う本学の特性を活かし、強みと特色ある戦略的研究と融合科学研究により研究開発・教育拠

点を形成するとともに、PBL（Project-Based Learning）型文理融合教育によりイノベーティ

ブでグローバルな人材を育成して首都圏埼玉を活性化、日本及び世界に貢献することを目指

し、取組を着実に進めている。 

教育面では、教員養成系においては、平成 28 年度の専門職学位課程の設置に伴い、既存

の修士課程を段階的に縮小するとともに、学士課程では学生定員の見直しを行うこととなり、

平成 30 年度の 50 名減実施に向けて検討を行った。また、理工系においては、工学部の大括り

化（７学科から５学科への学科改組）と工学部入学定員 50 名増を含む改組案をまとめ、理工

学研究科の改組については平成 34 年度実施を目指すこととした。 

研究面では、理工学研究科に強みを有する研究領域を特定した戦略的研究部門（ライフ・

ナノバイオ領域、グリーン・環境領域、感性認知支援領域の３領域）について、各領域とも質

の高い研究を目指し、国際共同研究の推進、外部資金の獲得、国際共著論文の発信等を行い、

平成 28 年度新規に受託研究１件、受託事業４件、預かり補助金２件を獲得した。 

 国際化では、国際通用性のある人材育成を目標とした文部科学省「経済社会の発展を牽引

するグローバル人材育成支援」において教養学部を先導的取組学部とし、グローバル人材に必

要な知識、スキルの修得を目的とした研修プログラム、交換留学推進フェアの実施や海外協定

校の拡大などに取り組んでいる。 

財務内容の改善では、第３期中期目標期間及び第４期中期目標期間にかけての人

件費シミュレーションを行い、今後の人件費の確保をどのように実施するのか方策

を含めて検討を行った。検討の結果、今後の財政状況を鑑みて教員においては約

25 名分の人件費削減計画案を決定した。また、職員においても 10％の削減を目指

し、事務職員１8 名、技術職員４名の削減計画を立てた。特に事務職員においては、

学生センター設置に伴う人員の再配置計画を立てる際には、削減ポストに再雇用を

活用することを前提として検討し、18 名の事務職員を削減することを決定した。 

以上、平成 28 事業年度は、法人化後の事業経営を引き続き順調に遂行した。今

後も、人件費及び一般管理費の抑制に努めるとともに、外部資金の獲得増など自己

収入の増収に取り組み、財務状況の改善を進めたい。 

 

国立大学法人埼玉大学事業報告書 

「Ⅰ はじめに」  
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「Ⅱ 基本情報」 

 

１．目標 

 

２．業務内容 

  

 
埼玉大学は、総合大学として、時代を超えた大学の機能である知を継承・発展させ、新し

い価値を創造することを基本的な使命とする。 
第１の基本目標として、埼玉大学は、次代を担う人材を育成する高度な教育を実施すると

ともに、多様な学術研究を行って新たな知を創造し、これらの成果を積極的に社会に発信し

て、存在感のある教育研究拠点としてより一層輝く。  
第２の基本目標として、埼玉大学は、産学官の連携によって、知の具体的な活用を促進し

現代が抱える諸課題の解決を図るとともに、地域社会とのコミュニケーションを積極的に図

り、そのニーズに応じた人材を育成して、広域地域の活性化中核拠点としての役割を積極的

に担う。 
第３の基本目標として、埼玉大学は、海外諸機関との連携を推進して、多様なグローバル

人材を育成するとともに、人類が抱える世界的諸課題に学術成果を還元し、国際社会に貢献

する。  
埼玉大学は、多様なニーズやリソースを持つ首都圏の一角を構成する埼玉県にあって、唯

一の国立大学であるという特性を最大限に活かし、これらの基本目標の達成に向けてまい進

する。 
 

 

国立大学法人埼玉大学は、国立大学法人法第 22 条の定めるところにより、次の業務を行って

いる。 

１ 埼玉大学（以下「本学」という。）を設置し、これを運営すること。  

２ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

３ 本法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の

者との連携による教育研究活動を行うこと。  

４ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。  

５ 本学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。  

６ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
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３．沿革 

年  月 事       項 
1949(昭和 24)年 5 月 

 

 

1954(昭和 29)年 4 月 

1963(昭和 38)年 4 月 

1965(昭和 40)年 4 月 

 

 

1972(昭和 47)年 3 月 

1973(昭和 48)年 9 月 

1976(昭和 51)年 5 月 

1977(昭和 52)年 4 月 

1978(昭和 53)年 4 月 

1984(昭和 59)年 3 月 

1989(平成元)年 4 月 

 

1990(平成２)年 4 月 

1991(平成３)年 3 月 

               9 月 

1992(平成４)年 10 月 

 

 

1993(平成５)年 4 月 

1995(平成７)年 3 月 

1996(平成８)年 4 月 

 

1997(平成９)年 3 月 

2001(平成 13)年 9 月 

        10 月 

2002(平成 14)年 4 月 

2003(平成 15)年 4 月 

2004(平成 16)年 4 月 

 

 

 

 

 
       10 月 

 

2006(平成 18)年 7 月 

2007(平成 19)年 3 月 

2008(平成 20)年 4 月 

「国立学校設置法」の施行により、浦和高等学校、埼玉師範学校及び

埼玉青年師範学校を包括し、文理学部、教育学部の２学部をもつ埼玉

大学として設置 

経済短期大学部を併設 

工学部設置 

文理学部を改組し、教養学部、経済学部及び理工学部設置 

工学部廃止 

教養部設置 

文理学部廃止 

大学院工学研究科設置 

理工学部を改組し、理学部及び工学部設置 

大学院文化科学研究科及び政策科学研究科設置 

大学院理学研究科設置 

理工学部廃止 

理学研究科及び工学研究科を改組し、大学院理工学研究科（博士前期

課程、博士後期課程）設置 

大学院教育学研究科設置 

理学研究科廃止 

工学研究科廃止 

経済短期大学部を合併し、経済学部を改組（経済学科、経営学科及び

社会環境設計学科を置き、全学科に主として夜間に授業を行うコ－ス

設置） 

大学院経済科学研究科設置 

教養部廃止 

東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科（博士課程）に構成大学と

して参画（他に千葉大学、横浜国立大学） 

経済短期大学部廃止 

政策科学研究科廃止 

21 世紀総合研究機構設置 

経済科学研究科（博士課程）設置 

文化科学研究科（博士課程）設置 

国立大学法人法の施行に伴い「国立大学法人埼玉大学」として新たに

発足 

全学教育・学生支援機構（2012 年 4 月 教育機構に改組）、21 世紀総

合研究機構（2005 年 1 月 総合研究機構に改組、2012 年 4 月 研究機

構に改組）、教育・研究等評価センター（2010 年 4 月 教育・研究等

評価室に改組）設置 

総合情報基盤機構（2012 年 4 月 情報メディア基盤センター、図書館

に改組）設置 

国際交流センター設置 

特殊教育特別専攻科廃止 

工学部に環境共生学科設置 
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2012(平成 24)年 3 月 

2012(平成 24)年 4 月 

 
 
 
 
 
2013(平成 25)年 10 月 

2014(平成 26)年 3 月 

 

2014(平成 26)年 4 月 

 

2015(平成 27)年 4 月 

 

2016(平成 28)年 4 月 

国際交流センター廃止 

国際本部設置 

全学教育・学生支援機構を教育機構に改組 
総合研究機構を研究機構に改組 
総合情報基盤機構を情報メディア基盤センター及び図書館に改組 
研究機構にアンビエント・モビリティ・インターフェイス研究センタ

ー及び総合技術センター設置 
教育機構に基盤教育研究センター及び社会調査研究センター設置 
奥秩父自然科学研究所秩父山寮、脳科学融合研究センター及び地圏科

学研究センター廃止 
研究機構に脳末梢科学研究センター及びレジリエント社会研究セン

ター設置 
文化科学研究科及び経済科学研究科を改組し、大学院人文社会科学研

究科（博士前期課程、博士後期課程）設置 
大学院教育学研究科に教育学研究科教職実践専攻（教職大学院）設置 
教育学部附属特別支援教育臨床研究センター設置 
教育機構に統合キャリアセンターSU の設置 
研究機構に先端産業国際ラボラトリー設置 

 

 

４．設立根拠法 

 

 

５．主務大臣（主務省所管課） 

  

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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６．組織図 

 

 

 

７．所在地 

 

 

８．資本金の状況 

 

 

９．学生の状況 

  

大学の本部   埼玉県さいたま市 

６６,６５６,２４８,２８９円（全額 政府出資） 

総学生数        ８，５７９人 
  学士課程       ７，１６７人 
  修士課程       １，１４４人 
  専門職学位課程       ２２人 
  博士課程         ２４６人 
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１０．役員の状況 

役職 氏名 任期 経歴 

学長 山口 宏樹 平成 26 年 4 月 1 日  

 ～平成 30 年 3 月 31 日 
平成 6 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学工学部教授 

平成 16 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学教育研究 

評議会評議員 

平成 16 年 4 月  

 ～平成 20 年 3 月 埼玉大学全学教育・ 

学生支援機構副機構長 

平成 18 年 4 月 

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科教授 

平成 20 年 4 月  

～平成 22 年 3 月 埼玉大学工学部長 

平成 22 年 4 月 

～平成 24 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科長 

平成 24 年 4 月 

～平成 26 年 3 月 埼玉大学理事 
理事 

(研究・産

学官連携

担当) 

佐藤 勇一 平成 26 年 4 月 1 日   

 ～平成 30 年 3 月 31 日 

平成 6 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学工学部教授 

平成 18 年 4 月  

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科教授 

平成 22 年 4 月  

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学工学部長 

平成 25 年 4 月  

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科長 

理事 

(教学・学

生担当) 

齊藤 享治 平成 26 年 4 月 1 日   

 ～平成 30 年 3 月 31 日 

平成 11 年 4 月  

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学教育学部教授 

平成 12 年 4 月  

～平成 16 年 3 月 埼玉大学教育研究 

評議会評議員 

平成 24 年 4 月  

 ～平成 26 年 3 月 埼玉大学教育部長 

埼玉大学大学院 

教育学研究科長 
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理事 

(総務・財

務担当) 

兼 

事務局長 

渡邊 淳平 平成 28 年 4 月 1 日   

 ～平成 30 年 3 月 31 日 
平成 24 年 8 月 

～平成 25 年 8 月 政策研究大学院大学 

大学運営局長 

平成 25 年 9 月  文部科学省大臣官房付 

平成 25 年 10 月  

～平成 27 年 9 月 日本学術振興会理事 

平成 27 年 10 月 

～平成 28 年 3 月 文部科学省大臣官房付 

理事 

(特命事

項担当) 

(非常勤) 

吉澤 雅隆 平成 26 年 4 月 1 日   

 ～平成 30 年 3 月 31 日 
平成 15 年 7 月 

 ～平成 18 年 6 月 在ロシア日本国大使館 

参事官 

平成 18 年 7 月 

 ～平成 20 年 6 月 経済産業省産業技術 

環境局大学連携推進課長  

平成 20 年 7 月 

 ～平成 23 年 6 月 経済産業省関東経済 

産業局地域経済部長  

平成 23 年 7 月 

 ～平成 24 年 4 月 原子力安全・保安院 

原子力安全広報課長  

平成 24 年 5 月     

 ～平成 24 年 11 月 吉岳商事株式会社 

専務取締役 

平成 24 年 12 月～  吉岳商事株式会社 

代表取締役 

監事 齋藤 直樹 平成 28 年 4 月 1 日  

 ～平成 32 年 8 月 31 日 
平成 20 年 10 月     

～平成 25 年 2 月 日本大学評議員 

平成 22 年 2 月     

～平成 25 年 2 月 日本大学理工学部 

事務局長 

平成 24 年 3 月 

～平成 25 年 2 月 日本大学理事 

平成 25 年 2 月   日本大学 

理工学部非常勤嘱託 

平成 25 年 3 月  

～平成 26 年 2 月 日本大学理工学部 

臨時嘱託 
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監事 

(非常勤) 
小川 千恵子 平成 28 年 4 月 1 日   

 ～平成 32 年 8 月 31 日 
平成 18 年 2 月     

～平成 21 年 6 月 監査法人 

日本橋事務所勤務 

平成 22 年 7 月     

～平成 26 年 3 月 ﾘｿｰｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｽﾞ勤務 

平成 26 年 3 月～  小川会計事務所開業 

平成 26 年 4 月  

～平成 28 年 3 月 日本学生支援機構 

監事（非常勤） 
 

１１．教職員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「Ⅲ 財務諸表の要約」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

 

１．貸借対照表 

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28financial.pdf） 

（単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
  建物 
   減価償却累計額 
  構築物 
   減価償却累計額  
  工具器具備品 
   減価償却累計額 
  図書 

その他の有形固定資産 
 その他の固定資産 
流動資産 
 現金及び預金 
 その他の流動資産 

73,555 

73,163 

54,763 

22,823 

△10,670 

1,846 

△1,212 

8,150 

△6,576 

3,908 

131 

392 

2,960 

2,087 

873 

固定負債 
 資産見返負債 
 その他の固定負債 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 未払金 
 その他の流動負債 

7,279 

7,083 

195 

3,683 

277 

1,176 

2,230 

負債合計 10,961 

純資産の部 金 額 

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 

66,656 

66,656 

△1,315 

213 

純資産合計 65,554 

資産合計 76,515 負債純資産合計 76,515 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

教員 １，３１８人（うち常勤 ５６３人、非常勤 ７５５人） 
 職員   ４３９人（うち常勤 ２２０人、非常勤 ２１９人） 
（常勤教職員の状況） 
 常勤教職員は前年度から増減なく７８３人であり、平均年齢は４５．４５歳（前年度４４．

７１歳）となっております。このうち、国からの出向者は１人、民間からの出向者は２人です。 
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２．損益計算書 

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 

経常費用（A） 13,036 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

12,561 

1,499 

1,021 

421 

9,087 

534 

471 

3 

1 

経常収益(B) 12,993 

 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 その他の収益 

5,768 

5,094 

2,131 

臨時損益(C) 2 

前中期目標期間繰越積立金取崩額(D) 64 

当期総利益（B-A+C+D） 23 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 808 

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 
人件費支出 

 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 その他の業務収入 
 国庫納付金支払額 

△2,253 

△8,898 

△372 

6,061 

4,724 

1,623 

△77 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △1,195 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △129 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） △516 

Ⅵ資金期首残高(F) 2,483 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 1,967 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 
Ⅰ業務費用 6,641 

 損益計算書上の費用 
（控除）自己収入等 

13,047 

△6,406 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ損益外減価償却相当額 
Ⅲ損益外除売却差額相当額 
Ⅳ引当外賞与増加見積額 
Ⅴ引当外退職給付増加見積額 
Ⅵ機会費用 

 

792 

0 

△16 

△85 

42 

Ⅶ国立大学法人等業務実施コスト 7,376 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

 

 

 

５．財務情報 

  (1) 財務諸表の概要 

    ① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

      ア．貸借対照表関係 

      （資産合計） 

  平成２８年度末現在の資産合計は、前年度比１，１７４百万円（１.５％）減の７６，

５１５百万円となっている。 

主な減少要因としては、建物の減価償却累計額が８２７百万円（８.４％）増の１０，

６７０百万円となったこと、工具器具備品の減価償却累計額が７６２百万円（１３.１％）

増の６，５７６百万円となったこと、現金及び預金が３９６百万円（１５．９％）減の

２，０８７百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、有価証券が６００百万円（１００．０％）増の６００

百万円となったこと、工具器具備品が研究用設備等の取得などにより３４３百万円（４．

４％）増の８，１５０百万円となったことなどが挙げられる。 

       

      （負債合計） 

  平成２８年度末現在の負債合計は、３５８百万円（３．２％）減の１０，９６１百万

円となっている。 

主な減少要因としては、未払金が３１５百万円（２１．２％）減の１，１７６百万円

となったこと、資産見返負債が減価償却の進行などにより３０２百万円（４．１％）減

の７，０８３百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、運営費交付金債務が第２期中期目標期間の最終年度で

あった前年度に全額収益化を行ったことにより、２７７百万円（１００．０％）増の２

７７百万円となったことなどが挙げられる。 

 

      （純資産合計） 

平成２８年度末現在の純資産合計は、８１６百万円（１．２％）減の６５，５５４百      
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万円となっている。 

主な減少要因としては、減価償却等の見合いとして損益外減価償却累計額が７７２百

万円（６．９％）増の１１,８８６百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、資本剰余金が施設費及び目的積立金による資産の増加

等により、８２百万円（０．８％）増の１０,５７６百万円となったことなどが挙げら

れる。 

         

      イ．損益計算書関係 

      （経常費用） 

  平成２８年度の経常費用は、４４９百万円（３．３％）減の１３,０３６百万円とな

っている。 

主な減少要因としては、教育経費が建物改修工事に伴う費用の減少などにより、４１

２百万円（２１．６％）減の１，４９９百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、共同研究費が受入の増加により８１百万円（８２．９％）

増の１７９百万円となったことなどが挙げられる。 

         

      （経常収益） 

平成２８年度の経常収益は、５０１百万円（３．７％）減の１２，９９３百万円とな

っている。 

主な減少要因としては、補助金等収益が一部の補助金が運営費交付金となったことな

どにより２５６百万円（５３．５％）減の２２２百万円となったこと、運営費交付金収

益が業務費の減少により２３３百万円（３．９％）減の５，７６８百万円となったこと

などが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、共同研究収益が受入の増加により７６百万円（７３．

１％）増の１８１百万円となったことなどが挙げられる。 

   

      （当期総損益） 

  上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損１２百万円、臨時利益として

資産見返負債戻入など１４百万円及び前中期目標期間繰越積立金取崩額６４百万円を

計上した結果、平成２８年度の当期総損益は、１５５百万円（８６．９％）減の２３百

万円となっている。 

       

      ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

      （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２８年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、８３４百万円（３２１８．３％）

増の８０８百万円となっている。 

  主な増加要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が５０２百万円

（１８．２％）減の△２，２５３百万円となったことなどが挙げられる。 

         

      （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  平成２８年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、１，６４１百万円（３６７．

４％）減の△１，１９５百万円となっている。 

 主な減少要因としては、有価証券の償還による収入が２，０５０百万円（１００．０％）

減の０円となったことなどが挙げられる。 
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      （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  平成２８年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、１０百万円（７．３％）増の

△１２９百万円となっている。 

  主な増加要因としては、リース債務の返済による支出が８百万円（７．３％）減の△

１０６百万円となったことなどが挙げられる。 

     

      エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

      （国立大学法人等業務実施コスト） 

  平成２８年度の国立大学法人等業務実施コストは、９８４百万円（１１．８％）減の

７，３７６百万円となっている。 

  主な減少要因としては、業務費用が６４７百万円（８．９％）減の６，６４１百万円

となったこと、引当外退職給付増加見積額が３３０百万円（１３４．５％）減の△８５

百万円となったことなどが挙げられる。 

 

 

(表) 主要財務データの経年表                             （単位：百万円） 

区 分 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

資産合計  78,256 78,194 78,765 77,689 76,515 

負債合計  12,049 11,796 12,493 11,319 10,961 

純資産合計  66,208 66,398 66,273 66,370 65,554 

経常費用  12,646 12,917 13,191 13,485 13,036 

経常収益  12,690 12,858 13,277 13,493 12,993 

当期総損益  44 59 9 178 23 

業務活動によるキャッシュ・フロー  1,464 393 1,347 △26 808 

投資活動によるキャッシュ・フロー  1,147 △782 △2,556 447 △1,195 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △133 △93 △141 △139 △129 

資金期末残高  4,034 3,552 2,202 2,483 1,967 

国立大学法人等業務実施コスト  6,644 7,303 7,823 8,360 7,376 

（内訳）       

 業務費用  6,060 6,524 7,074 7,289 6,641 

   うち損益計算書上の費用  12,664 12,979 13,309 13,507 13,047 

    うち自己収入  △6,604 △6,454 △6,236 △6,219 △6,406 

 損益外減価償却相当額  771 788 832 793 792 

 損益外除売却差額相当額  3 28 0 9 0 

 引当外賞与増加見積額  △69 42 16 23 △16 

 引当外退職給付増加見積額  △504 △511 △361 246 △85 

 機会費用  384 431 261 - 42 

 

    ② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

        セグメントは、「学部・研究科等」及び「附属学校」に区分し、各セグメントに配賦し

ない業務損益及び資産は「法人共通」に計上している。 

    なお、「法人共通」には、学生等に対する教育活動を支援する部署が含まれている。 

 

      ア．業務損益 

  平成２８年度の業務損益は△４３百万円と、前年度比５１百万円（６０９．９％）減と

なっている。これは、補助金等収益の減少などが主な要因である。 
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(表) 業務損益の経年表                                                    (単位：百万円) 

区 分 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

学部・研究科等 1,450 1,543 1,690 1,703 1,054 

附属学校 △388 △355 △371 △361 △375 

法人共通 △1,017 △1,247 △1,233 △1,333 △721 

合 計 44 △59 86 8 △43 

  
イ．帰属資産 

平成２８年度の総資産は７６，５１５百万円と、前年度比１，１７４百万円（１．５％）
減となっている。これは、建物等の取得額が減少したことなどが主な要因である。 

   (表) 帰属資産の経年表                                                    (単位：百万円) 

区 分 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

学部・研究科等 38,824 39,045 39,662 39,777 38,993 

附属学校 16,740 16,711 16,654 16,699 16,625 

法人共通 22,692 22,438 22,450 21,213 20,897 

合 計 78,256 78,194 78,765 77,689 76,515 

 

    ③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益２３百万円を、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上 

及び組織運営の改善に充てるため、目的積立金として申請している。 

 平成２８年度においては、目的積立金をライフライン再生（個別空調設備）、退職手当及

び年俸制導入促進費の財源に充てるため取り崩し、７２百万円を使用した。 

       

  (2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

    ① 当事業年度中に完成した主要施設等 

      該当ありません。 

    ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

      総合研究棟（応用化学系）改修 

    ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

      該当ありません。 

    ④ 当事業年度において担保に供した施設等 

      該当ありません。 

 

(3) 予算・決算の概況 

  以下の予算・決算は、本学の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。 
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                                     (単位：百万円) 

区分 

 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 13,481 13,940 12,727 14,829 14,416 15,489 13,810 15,295 12,151 13,699  

運営費交付金収入  

 

補助金等収入 

学生納付金収入 

その他 

6,105 

 

83 

5,030 

2,262 

6,637 

 

148 

4,974 

2,180 

5,431 

 

297 

4,844 

2,155 

6,240 

 

354 

4,816 

3,419 

5,888 

 

1,204 

4,958 

2,367 

6,174 

 

1,407 

4,793 

3,115 

5,744 

 

566 

4,969 

2,530 

6,348 

 

554 

4,768 

3,625 

6,031 

 

201 

4,716 

1,203 

6,061 

 

378 

4,720 

2,540 

 

 

補助金の受入増 

 

前年度繰越額を

含む 

支出 13,481 12,984 12,727 14,081 14,416 14,031 13,810 13,918 12,151 12,270  

教育研究経費 

一般管理費 

 

その他支出 

11,316 

- 

 

2,165 

10,868 

- 

 

2,117 

10,873 

- 

 

1,853 

11,473 

- 

 

2,607 

11,378 

- 

 

3,038 

10,813 

- 

 

3,218 

11,364 

- 

 

2,446 

11,515 

- 

 

2,403 

10,933 

- 

 

1,217 

10,805 

- 

 

1,465 

 

 

収入―支出 0 955 0 748 0 1,459 0 1,377 0 1,429  

 

 

「Ⅳ 事業の実施状況」 

 

(1)  財源構造の概略等 

 当法人の経常収益は１２，９９３百万円で、その内訳は、運営費交付金収益５，７６８百万

円（４４.４％（対経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益５,０９４百万円（３９.２％）、

その他収益２,１３１百万円（１６.４％）となっている。 

 また、事業に要した経常費用は１３,０３６百万円で、その内訳は、教育経費１,４９９百万

円（１１.５％（対経常費用比、以下同じ。））、研究経費１,０２１百万円（７.９％）、教育研究

支援経費４２１百万円（３.２％）、人件費９,０８７百万円（６９.７％）、一般管理費４７１百

万円（３.６％）、その他５３８百万円（４．１％）となっている。 

 

(2) 財務データ等と関連づけた事業説明 

 ア．各学部・研究科等セグメント 

学部・研究科等セグメントは、学部、研究科、研究機構、図書館、情報メディア基盤センタ

ー及び国際本部により構成されており、学部では、専門性を軸に幅広い教養を備えた人材の育

成に努めるとともに、地球規模での人類的課題や地域社会が抱える現実的課題に応える研究を

積極的に推進することを目的とし、また、研究科では、学術の理論及び応用を教授研究し、そ

の深奥を究めて文化の進展に寄与することを目的としている。平成 28 年度においては、年度計

画に定めた事業は順調に実施した。特色のある取組については、以下のとおりである。 
学部教育・大学院教育の充実：経済学部では、パリ第７大学と学部レベルのダブルディグリ

ープログラムを平成 28 年度から開始し、平成 29 年度に派遣する学生の選考を行った。  
理工学研究科では、理工系人材育成の質的強化を図り、新たな価値を創造し社会変革（イノ

ベーション）を起こし得る力を養成するため、大学と地域企業等との双方向コミットメントを

密にした学内外協働教育により、実務教育の実施を進めている。平成 28 年度は、実務家教員に

よる PBL 型（課題解決型）授業を設計し、「課題解決型特別演習 A･B･C･D」（各 2 単位）を開

設した。 

研究拠点における研究の推進：首都圏地域の科学的、技術的、そして社会的に重要な課題を
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定めるとともに、強みを有する研究分野への資源集中による研究力強化を図るため、理工学研

究科に戦略的研究部門を設置し、「ライフ・ナノバイオ領域」「グリーン・環境領域」「感性認知

支援領域」の研究を重点的に推進している。戦略的研究部門では、研究力の高い教員を重点的

に配置し、また、リサーチ・アドミニストレーター(URA)オフィスと連携して、URA による研

究活動支援の強化に取り組んでいる。 
地域社会との連携：産学官金連携による先端産業分野の研究開発、起業、創出等及び共創ネ

ットワークの形成、並びに文理融合の連携による国際的な産業技術動向の把握及び研究開発の

推進を図り、イノベーション創出及び地域社会への貢献を目指す目的で、「先端産業国際ラボラ

トリー」を平成 28 年４月に設置した。 

 

学部・研究科セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益４，１４９百万円（３８. 

７％）、学生納付金収益５,０９０百万円（４７. ５％）、その他収益等１,４８１百万円（１３. 

８％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費９６２百万円（９．９％）、研究経

費９８２百万円（１０.２％）、教育研究支援経費３３５百万円（３．５％）、人件費６，８０７

百万円（７０.４％）、一般管理費８９百万円（０．９％）、その他経費等４９２百万円（５．１％）

となっている。 

 

イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校により構

成されており、各園・学校とも、教育基本法及び学校教育法に基づき設置され、大学又は学部

における児童、生徒、幼児の教育、保育に関する研究への協力や、学生の教育実習の実施にあ

たることを目的としている。平成 28 年度においては、年度計画に定めた事業は順調に実施した。

特色のある取組については、以下のとおりである。 

地域「モデル校」としての役割：附属小学校では、多様な子どもたちを受け入れるため、入学

検査の最終段階で抽選を行っている。また附属中学校の生徒は、附属小学校からの連絡入学者、学

区からの入学検査による入学者、そして帰国子女により構成されている。附属４校園すべてが毎年

教育研究協議会を開催しており、県内外から多くの参加者がある。 

 

附属学校セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益４４８百万円（８４．２％）、そ

の他収益等８４百万円（１５．８％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費１

４０百万円（１５.４％）、人件費７６６百万円（８４.５％）、その他経費等１百万円（０．１％）

となっている。 

 

 ウ．法人共通セグメント 

法人共通セグメントは、事務局、教育機構により構成され、効率的・機動的な業務運営等を

行うことを目的としている。平成 28 年度においては、年度計画に定めた事業は順調に実施した。

特色のある取組については、以下のとおりである。 

４学期制：海外留学、長期インターンシップ等の学外学修への利便性の配慮や、各学期にお

いて少数の授業を集中して履修することが可能となる学修効果の向上等の観点から、平成 28
年度より４学期制を導入した。 

事務の効率化・合理化：学部等に分散していた事務を一元化するため、全学講義棟１号館の耐

震改修工事に併せて、大規模な事務スペースとして整備された１階部分に、平成 28 年９月に「学

生センター」を開設した。事務の本格的な集約により、事務処理の抜本的な改善を図るとともに、

学生に対するワンストップサービスを実現した。 

効果的な研修の充実：中長期的な人材育成計画の策定については、人材育成検討 PT・WG を設置
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し人事課の若手職員を中心にした WG において検討を重ねている。また、専門性の向上に資する組

織的な SD 研修として、学長室研修及び国際室実務研修を昨年度に引き続き行った。  

埼玉大学基金の充実：寄附を充実させる目的として修学サポート基金を創設した。また、ク

レジットカード継続寄附を開始する等寄附手続きの利便性を向上させるため基金ホームページ

をリニューアルした。 

評価作業の効率化：効果的にデータ収集を行うため、ＩＲを活用した体制整備に向けて検討

した結果、「中期目標・中期計画マネジメントシステム」の導入を決定し、平成 29 年２月より

稼働を開始している。このシステムは、収集するデータの一つに、年度計画に設定した評価指

標に係るデータがあり、システム化された統一的なフォーマットのもとに、効果的なデータ収

集・蓄積を可能としている。また、年度計画の進捗管理（自己点検・評価等）の作業でも活用

できることから、必要なデータ収集・蓄積と計画の進捗管理がシステム上で連携することによ

り、より効率的な運用が可能になるものである。 

広報情報の効率かつ効果的な発信：全学的な広報連絡体制の下、学内の情報収集機能を強化

して大学の教育研究活動の成果等を効率かつ効果的に社会に発信するため、ホームページの改

修や広報誌の見直しを行った。 

広報誌の充実：広報誌については、年２回の発行であった広報誌「SU NewsLetter」を、発行回

数を２倍に増やし、年４回の発行に見直した。 

 

法人共通セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益１，１７１百万円（６７．３％）、

その他収益等５７０百万円（３２．７％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経

費３９７百万円（１６．１％）、人件費１,５１３百万円（６１．５％）、一般管理費３８２百万

円（１５．５％）、その他経費等１７０百万円（６．９％）となっている。 

 

(3) 課題と対処方針等 

 当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、科学研究

費補助金、民間との共同研究費などの外部資金の獲得に努め、外部研究資金やその他の自己収

入を増加させるための取組を継続した。資金の運用については、運用可能な余裕金を見極め、

安定的な資金運用を行うため、国債による運用を継続し、収益をあげた。 

  経費の節減については、第３期中期目標期間及び第４期中期目標期間にかけての人件費シ

ミュレーションを行い、今後の人件費の確保をどのように実施するのか方策を含めて検討を行

った。 

 一般管理費についても、外部委託業務の見直しを行い管理的経費の抑制を図るとともに、省

エネ機器を積極的に導入し光熱費の削減を図った。 

財務分析は、財務諸表等のデータを元に、活動性の指標、効率性の指標、発展性の指標等に

ついて同規模大学との比較、経年比較を行い、その結果を役員会、経営協議会に示している。 

今後も、人件費及び一般管理費の抑制に努めるとともに、外部資金の獲得増など自己収入の

増収に取り組み、財務状況の改善を進めたい。 

 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

  (1)．予算 

    決算報告書参照 

   （決算報告書：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28kessan.pdf） 
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 (2)．収支計画 

    年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（年度計画：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28nendo-keikaku.pdf） 

   （財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28financial.pdf） 

 (3)．資金計画 

  年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（年度計画：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28nendo-keikaku.pdf） 

   （財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/28financial.pdf） 

 

２．短期借入れの概要 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

                                                                      （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 
期交付金 

当期振替額 

期末残高 運営費交

付金収益 
資産見返運

営費交付金 
建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本剰余

金 小計 

２８年度 - 6,061 5,768 16 - - 5,784 277 

 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

 

                                     （単位：百万円） 

区  分 金 額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

386 ① 業務達成基準を採用した事業等：イノベーションの創出

と地域活性を目指した融合科学研究・開発の推進と人材

育成、地域ニーズに即した人材育成と教員養成、強みを

有する分野の国際教育研究拠点化、経済社会の発展を牽

引するグローバル人材育成支援、国立大学改革強化推進

事業、「主体性・協働性」評価を活用した新特別選抜試験

の開発 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：386 

 (人件費：305、教育経費：35、研究経費：45) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：16 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

  イノベーションの創出と地域活性を目指した融合科学研

究・開発の推進と人材育成、地域ニーズに即した人材育

成と教員養成、強みを有する分野の国際教育研究拠点化、

経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援、国

立大学改革強化推進事業、「主体性・協働性」評価を活用

資産見返運営

費交付金 

16 

資本剰余金 - 

計 402 

該当ありません。 
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した新特別選抜試験の開発については、計画に対する達

成率が 100％であったため、当該業務に係る運営費交付

金債務 386 百万円を収益化。 

期間進行基準

による振替額 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金

収益 

4,896 ① 期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用

進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4,896 

  (人件費：4,896) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 4,896 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

486 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、年俸制導入

促進費、一般施設借料、移転費、建物新営設備費 

② 当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：486 

 (人件費：454、教育経費：33) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 486 百万円を

収益化。 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 486 

合計  5,784  

 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

２８年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

269 ・一般運営費交付金プロジェクト事業 

基幹・環境整備事業（空気調和設備更新等）については、複数年

の事業であることから２６９百万円を翌事業年度に繰り越した

もの。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

8 平成 28 年度入学定員超過分 

・入学定員超過分について、その分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

-  

計 277  
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（別紙） 

 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物、工具器具備品、図書等、国立大学法人等が長期にわた

って使用する有形の固定資産。 

減価償却累計額：固定資産の減価償却費を直接控除せずに、間接的に控除する場合の償却費

の累計額。 

その他の有形固定資産：美術品・収蔵品、船舶、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（敷金・保証金）が該当。 

現金及び預金：現金と預金（普通預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）

の合計額。 

その他の流動資産：未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表

計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見

返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債か

ら資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

その他の固定負債：長期借入金、長期リース債務等が該当。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。徴収

不能引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

 教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

 研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

 教育研究支援経費：図書館、情報メディア基盤センター、科学分析支援センターで、特定 

の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されてい 

る施設であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

 人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄附金収益、補助金等収益

等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、

特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩

しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 
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業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費

支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支

状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出

等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表

す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及

び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源

により負担すべきコスト。 

業務費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生納付金等

の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度におけ

る引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認めら

れる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度に

おける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本

来負担すべき金額等。 

 


